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山形県司法書士会 平成２６年度 

第８回常任理事会議事概要 
 
１．日  時  平成２６年１０月２１日（火曜）午前１０時～午後２時、 
       午後５時～午後６時３０分 
１．場  所  司法書士会会議室 
１．組 織 員  会  長 髙橋輝   
        副 会 長 小松修 大場隆司 奥山雅士 
        常任理事 佐藤剛 中野徹 加藤臣和 早坂智佳子 伊藤健太郎 
        （組織員総数 ９名  出席者 ９名  欠席者 なし） 
議  事 

（一般報告） 

1. 第４回社会事業委員会（10/3） 

●伊藤健太郎部長より報告された。 

① 8/24終活教室、空き家対策、高校生のための法律講座等の報告があった。 

2. 第２回会員研修会（10/4） 

3. 第３回業務研究部会（10/4） 

●加藤部長より報告された。 

① 第2回会員研修会の出席者は７０名と報告した。 

4. 法務局休日相談所（10/5） 

① 理事・支部長会意見交換会で、支部長より報告を受けた 

5. 第４１条の２の規定による調査（10/6寒河江支局） 

6. 第４１条の２の規定による調査（10/7米沢支局） 

●佐藤剛部長より報告された。 

① 理事会、支部長意見交換会で報告すみ。 

7. 第４回広報委員会（10/7） 

●早坂智佳子部長より報告された。 

8. 民事法律扶助及び消費者問題研修会（10/10） 

●伊藤健太郎部長より報告された。 

① 出席者は、３８名と報告された。 

9. 村山保健所自殺未遂者支援者研修会（10/17） 

●伊藤健太郎部長より報告された。 

① 自殺未遂者相談支援事業が、新規事業で26.11月より開始すると報告があった。 

10. 中間監査会（10/15） 

●中野徹部長より報告された。 

① 理事会で報告すみ。 

（東北ブロック） 

1. 会務執行研究委員会（9/28） 

●佐藤剛部長より報告された。 

① 出産に伴う会費減免について協議された。 

② 非司への各会の対応、調停センターの活動状況、綱紀案件の対応等が協議された。 
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2. 第１回広報委員会（9/28） 

●早坂智佳子部長より報告された。 

単位会会長に、会報原稿を依頼した。 

3. 研修担当者会議（9/28）  

●加藤臣和部長より報告された。 

4. 司法書士法改正説明会（10/6）  

●前出で説明すみ。 

（日司連報告） 

  ●奥山副会長より報告された。 

① 全件委嘱で数回会議を予定している。量定意見についてマスコミ対応がある。 

② 広報委員会で岡山会の対応がある。 

（法テラス山形） 

 

（苦情報告）  

 

（審議事項） 

1. ペイオフ対策として預金の一部を口座変更することの件 
①中野経理部長が趣旨を説明し、異議なく承認された。 

2. 外部講師の旅費に関する源泉税徴収について 
①中野経理部長が趣旨を説明し、今後の事案に対応することで異議なく承認された。 

3. 第３回理事会及び第２回理事・支部長意見交換会への付議事項 

《第３回理事会》 
協議事項 

（１) 会則改正認可に関する件及び綱紀調査全件委嘱に関する件 

（２）非司法書士行為の調査に関する件及びその他総務部報告 

（３）中間監査に関する件及びその他経理部報告 

（４）研修部報告 

（５）広報部報告 

（６）法務省による調停センター現地調査に関する件及びその他社会事業部報告 

（７）東北ブロック事業に関する件 

（８）休会の件 

（９）大田知哉元会員の会員証取扱いの件 

《第２回理事・支部長意見交換会》 

【報告事項：県会事業】 

第１号報告 会則改正認可に関する件及び綱紀調査全件委嘱に関する件 

第２号報告 非司法書士行為の調査に関する件及びその他総務部報告 

第３号報告 中間監査に関する件及びその他経理部報告 

第４号報告 研修部報告 

第５号報告 広報部報告 

第６号報告 法務省による調停センター現地調査に関する件及びその他社会事業部報

告 

第７号報告 全国一斉法務局無料相談会（１０／５）に関する件（各支部長より） 

第８号報告 支部事業報告（各支部長より） 
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【報告事項：東北ブロック事業】 

第９号報告 東北ブロック事業に関する件 

【協議事項】 

第１号議案 司法書士法改正に関する件 

第２号議案 会館移転に関する件 

第３号議案 県会への要望に関する件 

第４号議案 山形地方法務局への要望に関する件（登記事務打合せ会１０／３１午後３

時） 

第５号議案 復興支援事業に関する件 

第６号議案 各支部への依頼事項に関する件 

第７号議案 その他 

4. 第１４回司法書士特別研修へのご協力の件（東北ブロック会）  

① 小野隆紘会員に委嘱状をお渡しする。 

5. 司法書士特別研修 実務研修実施へのご協力方について20141006連発0992号  

① 上記のとおり。 

6. 司法書士特別研修におけるチューターの選任について20141006連発0994号 

① 上記のとおり。 

7. 会費減額申請承認の件 

① 日司連負担金及び東北ブロック負担金を除き、会費減額が承認された。 

8. 山形県自殺対策推進会議の開催について（山形県健康福祉部）・・・11/7開催  

① 伊藤健太郎部長が出席する。 

9. 山形市個人情報保護運営審議会委員の推薦の件（山形市相第７号）  

① 齋藤知美会員に受任を確認する。不都合ある場合は中野徹部長にお願いする。 

10. ホームページ作成業者選定の件 

①早坂部長より趣旨の説明があり、藤庄の提案とパナナの提案を検討し、藤庄とするこ

とが異議なく承認された。 

（協議事項） 

1. Webサイト「会員ページ」に回答書フォームの設定について 

① フォームの設定は不要に決まった。 

2. 「不動産の取引価格情報提供制度」ポスターの掲示、リーフレットの設置及びホームペ

ージにおけるバナーの掲載のお願い（国交省） 

① バナーの掲載はしない。 

3. 山形県子育て推進部子育て支援課からの講師派遣依頼の件 

① 具体的な企画書が届き次第検討する。 

（報告事項）  

1. 「日司連図書室利用規約」の廃止について20140929専発072号 

2. 平成26年度日司連新人研修実施要項について20140929連発0924号  

3. 平成26年度第3回会長会の議題20141006連発0996号 

4. 平成26年度第3回会長会の開催20140929連発0927号  

5. 平成26年度第1回東北ブロック会員研修会の開催について20140929東北司第19号 

6. 『月報司法書士』１２月号掲載「司法書士会・ブロック会が主催する研修会情報」に関

するご協力20140930専発074号  

7. 「綱紀事案処理マニュアル」等の発送について20140930連発0940号  
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8. 福祉医療機構からの年金担保融資の制度取扱変更に関する広報資料の送付 20141001 常

発053号  

9. 第１０回司法書士開業支援フォーラム開催について20141001専発080号  

10. 「広報ガイドブック」の送付について20141002連発0967号  

11. 岡山県司法書士会調停センターについて 20141002連発0975号  

12. 「平成２６年度ブロック別民事信託推進担当者会議」について20141003連発0980号  

13. 平成26年度司法過疎地開業支援20141003連発0982号  

14. 司法書士総合相談センター相談件数等の報告方について20141003連発0983号  

15. 日本司法書士会連合会会則一部改正の法務大臣認可について20141007連発1002号  

16. 東日本大震災の相談会における平成 26 年 12 月の相談員派遣について 20141008 統災対

本発177号  

17. 東日本大震災の相談会における平成27年2月の相談員派遣について20141008統災対本

発179号  

18. 東日本大震災の相談会における平成27年3月の相談員派遣について20141008統災対本

発180号  

19. 成年後見広報用パンフレットについて20141014事発099号  

20. 「女性の政策・方針決定参画状況調べ」について20141015常発055号  

21. 個人情報保護法等の遵守に関する周知徹底について20141015常発056号  

22. 第２９回日司連中央研修会の受講者について20141016中央研発140号  

23. 消費生活相談セミナーの開催について20141010連発1029号  

24. リーガルサポート設立１５周年記念式典・祝賀会について20141010連発1033号  

25. 31条業務アンケート集計20141017日司連事発100号  

26. 業務研修会「裁判業務分野－家事事件－」の開催について20141017連発1081号  

27. 平成２６年度「電子政府利用促進週間」の実施について20141017事発0101号  

28. 平成２６年度最低賃金額及び最低賃金制度について20141017常発057号  

29. 綱紀事案に係る情報の提供依頼について20141017連発1084号  

30. 「第17回理事会議事概要」の送付について20140930 

31. 10/5法務局休日相談所のお礼状 

32. 地域経済活性化支援機構法の登録免許税免税措置について20141020常発058号  

33. 次回常任理事会  

〇平成２６年１１月１８日（火曜） １３：００～  

 


